2017年1月27日～30日　時事共同NHKしんぶん赤旗
共同世論調査、改憲、共謀罪、オスプレイ、トランプ、日米電話会談、防衛装備品、民進原発政策
「米国第一」に懸念83％　共同通信世論調査

共同通信2017/1/29 19:37
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安倍内閣支持率の推移

　共同通信社が28、29両日実施した全国電話世論調査によると、「米国第一」を掲げるトランプ米大統領の就任で、国際情勢が不安定になる「懸念を感じる」との回答が83.8％に上った。「感じない」は13.1％だった。天皇陛下の退位を巡る法整備に関しては、政府が検討する一代限定の特別法への支持が26.9％だったのに対し、恒久制度化するための皇室典範改正への支持が63.3％を占めた。

　内閣支持率は59.6％で、前回の昨年12月より4.8ポイント上昇した。不支持率は27.2％。

改憲具体化「政党の責任」＝安倍首相－衆院予算委
　安倍晋三首相は２７日の衆院予算委員会で、憲法改正について「国の理想の姿を憲法にどう書くべきか、具体的な議論がなされることが望ましい。具体的な提案を示していくことが政党の責任だ」と述べ、衆参憲法審査会での改憲項目の絞り込みに向けた議論を各党に促した。日本維新の会の足立康史氏への答弁。
　首相は「国民にとって賛否選択の権利を行使する場は国民投票しかない。国会で議論を進めずに権利行使にふたを閉めて良いのかというのは、大いなる問題意識としてある」とも語り、国会での改憲論議の現状に不満を示した。（時事通信2017/01/27-16:58）
首相 国会の憲法審査会での具体的な議論進展に期待
ＮＨＫ1月27日 15時55分
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安倍総理大臣は、衆議院予算委員会の基本的質疑で憲法改正をめぐり、各党が責任を持って国の将来像を示していく必要があるとして、国会の憲法審査会で具体的な議論が進むことに期待を示しました。
この中で、日本維新の会の足立康史国会議員団政務調査会副会長は、憲法改正をめぐり、「憲法改正で合意するのは大変難度の高い仕事だが、ことしは教育無償化をはじめとする具体的なテーマに関し、国会の憲法審査会で前に一歩進めていくべきだ」とただしました。
これに対し、安倍総理大臣は「国会で議論を進めずに、国民が賛成か反対か選択する権利行使に対して、ふたを閉めていいのか。大いなる問題意識としてある」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「それぞれの政党が、日本をどういう国にしていきたいのか、自分たちの理想の姿を憲法にどう書いていくべきか、具体的な議論がなされることが望ましく、しっかりと議論いただきたい。具体的な提案を出すことは国民の批判を受けるが、責任を持って示していくことが政党の責任ではないか」と述べました。
また、安倍総理大臣はＴＰＰ政府対策本部の今後の在り方について、「アメリカの出方等々も、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定をどうしていこうかということもあり、体制をどうしていくかも含めてよく検討していきたい」と述べました。
「共謀罪」巡りNHK番組で応酬　与野党が討論

共同通信2017/1/29 12:05

　「共謀罪」の構成要件を厳格化した「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案を巡り、与野党が29日のNHK番組で応酬を繰り広げた。自民党の茂木敏充政調会長は676の適用犯罪数に関し「相当絞り込まれ、本当に必要不可欠なものになる」と指摘。民進党の大串博志政調会長は「刑法の予備罪やほう助罪などで未然に犯罪を防止できる。本当に『共謀罪』を新たにつくる必要があるのか」と疑問を投げ掛けた。

　茂木氏は、人権侵害への懸念について「国民の理解が必要だ。丁寧に説明していきたい」と訴えた。公明党の石田祝稔政調会長も「しっかりと法律をつくることが大事だ」と語った。

公明幹事長 テロ等準備罪の新設法案 政府・与党で調整を
ＮＨＫ1月27日 13時20分
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公明党の井上幹事長は、共謀罪の構成要件を厳しくして、テロ等準備罪を新設する法案について、国民の懸念を解消するため、国会への提出にあたっては、テロ等準備罪の対象犯罪の絞り込みなどで、政府・与党内の十分な調整が必要だという考えを示しました。
政府は、組織的なテロや犯罪を防ぐための国際組織犯罪防止条約の締結に向け、共謀罪の構成要件を厳しくして、テロ等準備罪を新設する組織犯罪処罰法の改正案を、今の国会に提出するため、最終調整を進めています。
公明党の井上幹事長は２７日の記者会見で、テロ等準備罪について、「実行行為がなくても、刑法に問うという大きな転換になるので、テロ対策に必要で、国際的な組織犯罪の防止に資するものに対象を絞るほうが、国民の理解が得られるのではないか」と述べました。
そのうえで、井上氏は「国会に法案を出すということは、成立を見込んだうえで出すというのが基本だ。われわれは必要性は十分認識しているので、国民の懸念が、どこまで解消できるかが重要だ」と述べ、法案の国会への提出にあたっては、テロ等準備罪の対象犯罪の絞り込みなどで、政府・与党内の十分な調整が必要だという考えを示しました。
しんぶん赤旗2017年1月31日(火)

オスプレイ木更津飛来　あすから定期整備　市民ら抗議　千葉
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（写真）木更津駐屯地に着陸するオスプレイ＝30日、千葉県木更津市
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（写真）オスプレイの飛来・整備に抗議する市民ら＝30日、千葉県木更津市


　陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）に３０日、普天間基地（沖縄県宜野湾市）の米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイが２月１日からの定期整備のため飛来しました。

　最初の１機が、普天間基地から岩国基地（山口県岩国市）を経由し、午後１時８分ごろ、木更津駐屯地に着陸。駐屯地近くの公園では、地元の「オスプレイ来るな　いらない住民の会」などが抗議行動し、「日本の空にオスプレイはいらない」「沖縄の空にもいらない」「木更津の空にもいらない」とアピールしました。

　防衛省北関東防衛局から木更津市への情報提供によると今回、飛来する予定の２機のうち定期機体整備の対象は１機で、もう１機は人員などを輸送し３１日に普天間基地に戻るとしています。整備は富士重工業が実施し、最初の機体の整備は９月上旬までの予定です。

　普天間基地のオスプレイは昨年１２月１３日に夜間空中給油訓練中に事故を起こしたばかり。事故原因の究明や、安全対策も明確にされないままでの、木更津駐屯地への飛来と定期整備強行は、国民の安全を軽視し、米軍の運用を優先する日米両政府の姿勢を示しています。

　抗議行動に参加した東金市の女性（６８）は「アメリカでは空飛ぶ棺おけといわれるような飛行機が、どうして日本では事故を起こしたばかりなのに全国で飛び回るのでしょうか。千葉の空を飛行するのに反対するために来ました」と話していました。

オスプレイ整備、２月１日開始＝木更津の陸自駐屯地で－千葉
　千葉県と同県木更津市は２７日、米海兵隊の新型輸送機オスプレイの定期整備が、陸上自衛隊木更津駐屯地（同市）で２月１日に開始されると発表した。防衛省から連絡があった。
　市や同省などによると、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）から今月３０日、オスプレイ２機が木更津駐屯地へ飛来。１機が整備に入る。整備は富士重工業のスタッフが担当し、整備期間は９月上旬までを予定している。もう１機は普天間に戻る。
　オスプレイの定期整備は５年に１回程度必要とされ、木更津駐屯地で年に５～１０機行う計画という。（時事通信2017/01/27-21:33）
しんぶん赤旗2017年1月29日(日)

オスプレイ着陸帯完成２年　高温ガス　芝焼き尽くす　周囲の樹木も葉・枝枯れる

　沖縄県国頭郡国頭村と東村に広がる米軍北部訓練場で、２０１６年１２月に完成、米軍に提供された海兵隊の垂直離着陸機、ＭＶ２２オスプレイ輸送機のための６カ所の着陸帯（ヘリパッド）。１５年２月に先行提供、運用が始まった東村高江集落に接するＮ４地区の離着陸帯（２カ所）で、オスプレイの高温排ガスと風圧により、張り付けられた芝が焼き尽くされ、地表が黒焦げになっている実態が、本紙の入手した空撮写真（１面）で確認されました。（山本眞直）

沖縄・北部訓練場
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（写真）高温排ガスで黒く焦げ付くＮ４ヘリパッド付近で低空飛行する２機編隊のオスプレイ＝2016年12月20日（桐島瞬氏撮影）


　空撮写真は、フリージャーナリストの桐島瞬氏が昨年の１２月１９日から２０日にかけて現地で撮影しました。

　北部訓練場に沿って走る県道７０号の西側付近にＬ形に配置された二つのヘリパッド。着陸帯に張り付けられた完成時の青々とした芝生は消え、黒々と焦げ付き、地肌がむきだしになっているのが鮮明に実写されています。

　オスプレイは離着陸時に、約２７０度の下降高温排ガスを地上に向けて吹き出します。芝は、排ガス、風圧による周囲への環境被害防止策として張り付けられました。

　Ｎ４地区を含む６カ所の着陸帯が計画された一帯は、亜熱帯気候による湿気をたっぷり含んだ世界有数の照葉樹林が広がり、ヤンバルクイナやノグチゲラなど多数の貴重な固有種が生息します。

　写真を他の４カ所のヘリパッドと比較すると着陸帯を取り囲む樹木（主にイタジイ）にも変化が見られます。完成したばかりの着陸帯の樹木は青々と茂っているのに対し、Ｎ４では葉や枝の枯れが目立ちます。

　Ｎ４地区のヘリパッドでは提供以降、オスプレイが昼夜を問わない激しい離着陸と飛行訓練を繰り返し、昨年６月には３機編隊飛行が２週間も継続され、すさまじい爆音被害、墜落などへの不安から抗議と中止要求の声が住民からあがりました。

　沖縄防衛局は本紙の取材に「張芝は、着陸帯表面の気温上昇、林縁部や林内の乾燥化などの低減、土砂の流出防止など環境への配慮の観点から行っている」と回答。黒焦げについては「一義的には運用している米軍の維持・管理だが、環境保全への配慮について必要に応じて米側に申し入れる」としています。

沖縄防衛局の一報は「墜落」　昨年１２月のオスプレイ大破　翌日「不時着水」に

琉球新報2017年1月27日 06:30 
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機体が折れ、大破した米軍普天間基地所属の輸送機オスプレイ＝２０１６年１２月１４日、沖縄県名護市安部の海岸
　沖縄防衛局が昨年１２月に沖縄県名護市安部区の海岸で起きたオスプレイ墜落について、発生直後に名護市に対して「オスプレイが墜落した」と伝達していたことが分かった。事故翌日以降、日本政府は「不時着水」、米海兵隊が「浅瀬に着水」と表現し、墜落ではないとの見解を示している。防衛局は市への最初の連絡の時点で「墜落」としていた表現を、公式発表の際に変更したことになる。
　米海軍安全センターは名護市安部のオスプレイ墜落を、事故の規模が最も重大な「クラスＡ」に分類し、機体は大破したと評価していたが、日米が大事故との印象を薄めるため表現を変えた可能性もある。
　本紙は２６日に防衛局に対して「墜落」と名護市に伝達した経緯やその後に「不時着水」に表現を変更した理由などについて質問したが、同日中に回答はなかった。
　オスプレイが墜落したのは２０１６年１２月１３日午後９時半ごろで、市広報渉外課によると、同日午後１１時７分、防衛局の担当部長から市広報渉外課長に「普天間飛行場所属のオスプレイが墜落した」との電話連絡が入った。時間や場所は「不明」との説明だった。翌１４日午前０時５０分ごろには在沖米海兵隊が「キャンプ・シュワブ沿岸の浅瀬にオスプレイが着水」と発表した。
しんぶん赤旗2017年1月31日(火)

オスプレイ墜落か　イエメン

　複数の米メディアの報道によると､米中央軍は２９日､中東のイエメン南部バイダ州で国際テロ組織アルカイダ急襲作戦を行った際、米兵の救出に向かった海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイが「ハードランディング（急激に降下し、地面にたたきつけられる着陸）」を行い、離陸不能になったため、別の米軍機が機体を破壊したと報じました。

　事実上の着陸失敗で、墜落の可能性もあります。米航空専門ブログ『アビエショニスト』は「墜落」だと報じています。

　ハードランディングにより、乗組員２人が負傷しましたが、他の米兵とともに別の米軍機に収容されたといいます。

　作戦は米海軍の特殊部隊シールズが実行。米兵１人が死亡し、武装兵力１４人を殺害したとしています。

敵基地攻撃の議論活発化＝トランプ氏就任で自主防衛強化論
　敵基地攻撃能力の保有をめぐる議論が政府・自民党内で活発化してきた。「米国第一」を唱えて就任したトランプ米大統領が、これまで米軍が担ってきた日本防衛の役割を縮小させるのではないかとの懸念が背景にある。日本の自主防衛力を高めるため、北朝鮮のミサイル基地などへの攻撃を視野に入れた装備を求める意見がある一方、「専守防衛」原則との整合性や、大きく膨らむ可能性がある防衛費の確保など課題は多い。
　敵基地攻撃能力とは、ミサイル攻撃を未然に防ぐため発射前に相手の基地を攻撃できる能力をいう。その保有について、安倍晋三首相は２６日の衆院予算委員会で「専守防衛の中で国民の生命と財産をどう守っていくか、抑止力は何があるかを含め考えていかなければいけない」と述べ、検討に前向きな姿勢を示した。
　憲法９条と日米安全保障条約の下、「防御は自衛隊、攻撃は米軍」との役割分担が確立。敵基地攻撃能力について、日本政府は「防御するのに他に手段がない場合、法理的には自衛の範囲内に含まれ、可能」（１９５６年の鳩山一郎首相答弁）とする憲法解釈を踏襲しつつも、政策判断として実際に攻撃可能な兵器は導入してこなかった。
　ところが、トランプ氏の登場で議論が急浮上。２８日の首相との電話会談では日本の安全保障への関与に言及したものの、同盟国支援で米軍が消耗してきたとの認識を持つためだ。自民党の小野寺五典元防衛相は予算委質疑で「米大統領が代わるたびに右往左往する安全保障ではいけない」と、米軍に依存しない自主防衛力の強化を訴えた。
　自民党は来月、国防部会と安全保障調査会の合同勉強会を立ち上げ、防衛力整備の検討を進める。敵基地攻撃能力も議論の対象となる。
　防衛省によると、敵基地攻撃能力として想定される装備は、弾道ミサイルや巡航ミサイル、精密誘導爆弾を搭載した戦闘機など。いずれも現在は保有しておらず、新たに導入すれば防衛費が増大し、年間約５兆円の水準で収まらなくなるのは必至だ。戦闘機を発着させる空母の保有にまで発展すれば、中国などとの軍拡競争を招きかねない。（時事通信2017/01/29-15:02）
不支持なら相応の対応＝米国連大使、同盟国に警告


２７日、ニューヨークの国連本部で、取材に応じるヘイリー米新国連大使（ＥＰＡ＝時事）
　【ニューヨーク時事】国連本部に初登庁したニッキー・ヘイリー米新国連大使は２７日、記者団に対し、同盟国でも米国を支持しない場合には「相応の対応をする」と警告し、今後、国連において強い外交姿勢で臨む方針を明確にした。
　ヘイリー氏は「政権の目標は国連でわれわれの価値観を示すことだ。そのために、米国の強さを示し、声を上げる。米国は同盟国を支持し、同盟国の支持も確実に得なければならない」と指摘。その上で「米国を支持しない者には断固たる態度を取り、相応の対応をする」と強調し、同盟国などをけん制した。（時事通信2017/01/28-05:39）
日米首脳会談、来月１０日で合意＝トランプ氏「同盟極めて重要」－電話協議


トランプ米大統領との電話会談を終え、質問に答える安倍晋三首相＝２８日夜、首相官邸
　安倍晋三首相は２８日深夜、首相官邸で、米国のトランプ大統領と電話で協議し、初の首脳会談を２月１０日にワシントンのホワイトハウスで行うことで合意した。両首脳は「日米同盟は重要」との認識で一致し、強化していく方針を確認。トランプ氏が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を決めたことを踏まえ、２国間の貿易・投資関係を強化していくことで一致した。
　首相は電話協議後、記者団に「日米同盟の重要性を確認した」と説明。来月の首脳会談について「経済、安全保障全般について率直で有意義な意見交換をしたい」と語った。
　電話会談はトランプ氏の就任後初めてで、４０分余り行われた。
　両首脳は日米経済関係の重要性も確認。トランプ氏が対日貿易に不満を示してきたことから、首相は自動車など日本企業の雇用・投資面での米国への貢献について説明し、理解を求めた。ただ、トランプ氏は「（選挙戦で）約束したことはスピード感を持ってしっかりやる。スタートが大事だ」と指摘した。ＴＰＰ離脱表明に理解を求めた発言とみられる。
　首相はまた、「トランプ時代の幕開けを強烈に印象付けた。米国が一層偉大な国になることを期待しており、信頼できる同盟国として役割を果たしたい」と表明。トランプ氏は、「日米同盟は極めて重要で、日本は米国にとり大切なパートナーだ」と明言。日本の安全保障への強固な関与を約束した。
　両首脳は東アジアの安全保障情勢についても意見交換。対北朝鮮で連携を深めることで一致した。トランプ氏は２月３、４両日にマティス国防長官が訪日することに触れ、「専門家で信頼している。いろいろ話してほしい」と促した。
　電話会談では、ＴＰＰに代わる日米２国間の貿易協定や在日米軍駐留経費負担などへの直接の言及はなく、両首脳は来月の会談で具体的な協議を行うことを申し合わせた。ワシントンには麻生太郎副総理兼財務相や岸田文雄外相らも同行し、米側のカウンターパートと個別に協議する方向だ。　
◇日米首脳電話会談のポイント
　一、日米首脳会談を２月１０日にワシントンで開催することで合意
　一、トランプ大統領は「日米同盟は極めて重要で、日本は大切なパートナー」と表明し、日米の同盟、経済関係の重要性で一致
　一、安倍晋三首相から自動車を含む日本企業の米国への貢献を説明
　一、２国間の貿易・投資関係強化で一致
　一、東アジアの安全保障情勢について意見交換
（時事通信2017/01/29-01:46）
日米首脳会談 来月１０日にワシントンで開催を確認
ＮＨＫ1月29日 4時31分
安倍総理大臣は２８日夜、アメリカのトランプ大統領と電話で会談し、来月１０日にワシントンで、大統領就任後初めてとなる日米首脳会談を行うことを確認しました。また、安倍総理大臣は、トランプ大統領が自動車メーカーにアメリカ国内への投資を求めていることを踏まえ、日本企業がアメリカ経済に貢献していることを説明し、理解を求めました。
安倍総理大臣は、２８日午後１１時すぎからおよそ４０分間、総理大臣官邸で、アメリカのトランプ大統領と電話で会談しました。
会談の冒頭、安倍総理大臣は、トランプ大統領の就任に祝意を示したうえで、「就任直後から精力的に行動され、『トランプ時代』の幕開けを強烈に印象づけた。アメリカがより一層偉大な国になることを期待している」と述べました。
そして、両首脳は、現地時間の来月１０日にワシントンで、トランプ大統領就任後初めてとなる日米首脳会談を行うことを確認しました。
また、安倍総理大臣は、トランプ大統領が、トヨタ自動車がメキシコに工場を建設する計画を批判するなど、雇用の確保に向けて、自動車メーカーにアメリカ国内への投資を求めていることを踏まえ、日本企業がアメリカ経済に貢献していることを説明し、理解を求めました。
さらに、両首脳は、東アジア地域の安全保障情勢をめぐって意見を交わし、日米同盟は、東アジア地域と世界の安定に貢献する重要な同盟だという認識で一致しました。
電話会談のあと、萩生田官房副長官は記者会見で、トランプ大統領が、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を決めたことに関連して、「会談で、ＴＰＰやＦＴＡ＝自由貿易協定について具体的な話はなかった。また、在日アメリカ軍の駐留経費をめぐる議論もなかった。来月の首脳会談では、ＴＰＰの重要性を説明し、率直に胸襟を開いて理解を深めていきたい」と述べました。
安倍首相と電話会談へ＝安保、貿易交渉が議題－米大統領


２７日、ワシントン郊外の国防総省で、大統領令に署名するトランプ米大統領（ＥＰＡ＝時事）
　【ワシントン時事】ホワイトハウスは２７日、トランプ米大統領が２８日午前（日本時間同日夜）、安倍晋三首相と電話会談すると明らかにした。両首脳の電話会談はトランプ氏の就任後初めて。日米同盟の強化や米国の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱宣言後の貿易問題などが議題になる見通し。
　首相はトランプ氏に対し、沖縄県・尖閣諸島に関する米国の防衛義務を確認したい考え。北朝鮮核問題や中国の南シナ海進出への対応も協議する。２月１０日で最終調整している日米首脳会談についても話し合われる可能性がある。


衆院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝２６日、国会内
　トランプ氏はＴＰＰ離脱を決め、２国間の貿易交渉を進めると宣言している。首相は米国のＴＰＰ復帰を働き掛ける意向だが、トランプ氏はＴＰＰに代わる日米の貿易協定の締結交渉を提案すると予想する見方がある。首相も２７日の衆院予算委員会で、ＴＰＰ追求と２国間交渉の二つが「決して矛盾するものではない」と述べた。
　トランプ氏の関心が強い米国の雇用創出のほか、直近の経済情勢が話題になる可能性もある。
　ホワイトハウスによると、トランプ氏は２８日、ドイツとロシア、フランス、オーストラリアの首脳とも電話会談する。　（時事通信2017/01/28-11:03）
しんぶん赤旗2017年1月29日(日)

首相　際立つ“口撃”　対案出せば「中身がない」　指摘すれば「中傷やめろ」

　野党が対案を出せば「具体的な中身がない」、指摘をすれば「根拠のない中傷はやめていただきたい」―。通常国会が始まって１週間。声を張り上げて野党への悪態をつく安倍晋三首相の異常な姿勢が際立っています。

　「威勢のよい言葉だけを並べても、現実は１ミリも変わりません」。本来ならば今年１年の政府方針を述べる施政方針演説（２０日）から安倍首相は「野党批判」に明け暮れました｡聞かれたことには答えず､聞かれていないことを長々と答弁するのが特徴です。

　２３日の衆院本会議での代表質問では、昨秋の臨時国会で与党らが強行した「年金カット法」やカジノ解禁推進法についての批判（民進党・大串博志政調会長）に対して、「慎んでもらいたい」などとけん制。４野党が提出した長時間労働規制法案は、時間外の法的規制やインターバル規定（連続休息時間）などを具体的に求めているのに、「全く中身を検討せず、厚労省に丸投げしたものだ」などと事実をねじまげて攻撃しました。

　しかし、“真実の直球”には、首相も正面から受けざるを得ません。昨年末に沖縄県名護市の浅瀬に垂直離着陸機オスプレイが墜落した事件をめぐり、在沖米軍トップ・ニコルソン四軍調整官の「住宅や県民に被害を与えなかったことは感謝されるべきだ」という発言を取り上げた日本共産党の赤嶺政賢議員（２７日、衆院予算委員会）。「占領者意識丸出しの発言だ。米側に抗議をしたのか」と強く迫りました。

　首相は視線と声のトーンを落とし、「米側には沖縄の県民の気持ちを配慮して発言していただきたい旨を申しています」と答えました。

　安倍首相の答弁は、正面から提起された問題に反論する中身も能力もないことを示しています。

しんぶん赤旗2017年1月30日(月)

トランプ氏　大統領令乱発　環境破壊・移民排除　あらわ

　トランプ米大統領は就任わずか８日間で、さまざまな大統領令に署名しました。その内容からは環境破壊、移民排除の姿勢が見て取れます。（ワシントン＝遠藤誠二、洞口昇幸　外信部＝島田峰隆)

パイプライン推進　温暖化対策敵視

　トランプ大統領は２本の石油パイプライン建設を推進する大統領令に署名しました。

　１本は、イリノイ州からノースダコタ州を貫く「ダコタ・アクセス・パイプライン」です。ノースダコタ州の先住民の土地の近くを通り、水源となっている川を横切ります。先住民は、飲料水が汚染され貴重な先祖の遺産が汚されるとして昨年に反対運動を展開。オバマ前政権は昨年１２月、建設中止を決めていました。もう１本のカナダから米国への「キーストーンＸＬ」も、オバマ政権が２０１５年１１月に建設許可を却下していました。

　環境を守る立場にたたなければならない環境保護局（ＥＰＡ）長官（プリュット長官）自身が、オクラホマ州でエネルギー業界の肩を持ち活動し、地球温暖化に科学的根拠があることへ懐疑的な考えを持つ人物です。国務長官、エネルギー長官もエネルギー業界寄りの人物です。

　トランプ大統領は就任した２０日に、前政権の地球温暖化対策行動計画を撤回。ＥＰＡなどの職員に、ＳＮＳなどで気候変動に関する情報発信を制限し、ホームページから気候変動関連の部分を削除するなど露骨な環境保護敵視行動に出ました。

　こうした「弾圧」に抵抗し、ＥＰＡなどでは非公式アカウントが開設され、気候変動に関する情報が発信されています。
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（写真）メキシコ国境での壁建設にむけた大統領令署名に抗議してホワイトハウス近くで抗議デモを行う市民＝２５日、ワシントン（遠藤誠二撮影）


米メキシコ国境に壁　効果には疑問

　トランプ政権の移民などに対する差別・排外主義を顕著に示すのが、メキシコとの国境への壁の建設を指示した大統領令です。「不法移民流入の防止策」と称する壁の建設について、国境警備を担当する国土安全保障省のケリー長官は議会の公聴会で「物的な障壁はそれ自体、うまく機能しない」と断言。防止策としての効果に疑いがあります。

　「過激主義に迎合し、米国民を分断し、弱める」などと、米人権擁護団体や労働組合から非難されています。

　総延長３２００キロの壁の建設に巨額の費用がかかることも問題とされています。トランプ政権は建設費用をメキシコ政府に払わせる、もしくはメキシコからの輸入品に対し、建設費に充てる課税を設定する考えがあると表明。支払いを拒否するメキシコのペニャニエト大統領は、予定していたトランプ氏との会談を中止しました。

　同大統領令には、連邦政府の強制送還に協力せず、不法移民を保護してきた地方自治体への補助金の停止も盛り込まれました。「脅しには屈しない」（ボストンのウォルシュ市長）など、自治体首長から猛反発の声が上がっています。

ＴＰＰ離脱　背景に反対運動の力も

　「米国第一主義」を掲げるトランプ大統領は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から「永久に離脱する」とした大統領令に署名し、米側により有利な中身の２国間貿易協定のための交渉を求めています。

　トランプ氏はカナダ、メキシコとの北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）についても再交渉を表明し、交渉が難航する場合は、ＮＡＦＴＡからの撤退の可能性を示しています。

　大統領選時からトランプ氏は、ＮＡＦＴＡ再交渉やＴＰＰ離脱を主張。背景には自由主義的なＮＡＦＴＡで、米国内の雇用が大量に海外流出し、経済や暮らしが大打撃を受けたことへの米国民の強い反発があります。ＮＡＦＴＡの強化版と言われるＴＰＰについても、米市民・諸団体は広範な反対運動に取り組んでいました。

　米最大の労働組合全国組織、労働総同盟産別会議（ＡＦＬ・ＣＩＯ）のトラムカ議長は声明で、「労働、環境、消費、公衆衛生の分野などの諸団体の力強い連合が昨年、ＴＰＰ阻止のために一体となった」と、ＴＰＰ離脱は運動の成果であることを強調しています。

　トラムカ氏は、大統領令は必要でありながら十分ではないと指摘。環境を保護し、労働者への公正な賃金や職場での権利と安全を確実にする新たな貿易・経済のルールをつくるために、「われわれは激しい運動を続ける」と述べています。

米大統領令　議会反発・最高裁判断　思い通りには進まず

　大統領令とは、大統領が議会の承認や立法を経ることなく、連邦政府や軍に直接発令する命令です。法律と同じ効力を持ちます。議会を通さずに迅速に政策を実現する手段とされています。

　議会は大統領令に反対する法律を制定して対抗することができます。最高裁判所が違憲判断を出すこともでき、大統領の思い通りに進むわけではありません。

　オバマ前大統領は、議会の過半数を野党の共和党が占めるなか、大統領令を次々と発令しました。連邦政府による温室効果ガス排出量削減、政府の契約職員の最低賃金引き上げなどです。

　ただ議会を通さない方法に共和党はますます反発を強めました。オバマ氏は2014年秋の大統領令で、不法移民に条件付きで滞在許可を与える改革案を進めようとしましたが、共和党知事らが提訴し、最高裁判断で改革案は阻止されました。“テロ容疑者”を収容するグアンタナモ収容所の閉鎖は、８年前の就任２日後に発令した大統領令でしたが、議会の反発で実現できませんでした。

　米メディアによると、トランプ氏の大統領令のいくつかについて合法性に疑問が出されており、訴訟になる可能性があるといいます。また、相次ぐ大統領令に共和党内からも議会権限の侵害だと懸念が出ていると伝えています。

■トランプ氏が就任後８日間に署名した主な大統領令

２０日　オバマケア（医療保険制度改革）撤回

２３日　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）撤退・妊娠中絶支援のＮＧＯ助成金禁止

２４日　二つの石油パイプライン建設促進

２５日　メキシコ国境壁建設推進・不法移民保護都市への補助金カット

２７日　中東・北アフリカの特定国からの入国規制

日米首脳会談への対応めぐり５党が議論
ＮＨＫ1月29日 11時53分
ＮＨＫの「日曜討論」で、来月１０日に行われる安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領の初めての首脳会談について、自民党は、２国間の経済連携も排除しないとしながらも、ＴＰＰ協定などの多国間での連携の意義を訴えることが重要だという認識を示しました。一方、民進党は、アメリカが保護主義に陥らないよう、日本が積極的に提言していくべきだという考えを示しました。
自民党の茂木政務調査会長は、来月１０日に行われる安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領の初めての首脳会談について、「日米の同盟、絆を再確認して、さまざまな分野で日米関係を深化させていくスタートラインになる。確かにトランプ大統領は多国間よりも２国間が好きだが、いまの世界のすう勢は、やはり多国間でやっていくという話だ。日本としては、２国間を排除するものではないが、基本は、通商とか自動車という狭い範囲ではなくて、広い中で、どうやったら協力できるかという議論をしていくことが建設的だ」と述べました。
公明党の石田政務調査会長は「その国の大統領が『自分の国が第一だ』と言うのは当然だと思うが、相手の国を叩いてということになると、ちょっと話が違ってくる。できれば、ゼロサムゲームではなく、ウインウインでいくような関係を追求してもらいたい」と述べました。
民進党の大串政務調査会長は「安倍総理大臣には、トランプ大統領が内向きになりすぎず、世界と協調しながら世界の経済や平和を守っていくよう意見を強く述べてもらいたい。トランプ大統領の土俵に乗って、２国間の自由貿易協定にずるずると引きずられるのではなく、日本側から保護主義に陥らないような構想を提言していくことが必要だ」と述べました。
共産党の笠井政策委員長は「ＴＰＰからの永久離脱を前提に２国間交渉で乱暴に譲歩を迫ってくるのに対し、しっかり経済主権、食料主権の立場で対応できるかが問われている。国民の生活を売り渡すような不公正な交渉は許さない立場で臨むべきだ」と述べました。
日本維新の会の浅田政務調査会長は「自由貿易圏の拡大はアメリカにとってもメリットをもたらすと主張していくべきだ。ＴＰＰの合意をスタートラインにして、できるだけそこに引きつけるような形で、ほかのＴＰＰ批准国と協調していくべきだ」と述べました。
しんぶん赤旗2017年1月30日(月)

「日米同盟第一」から対等・平等の関係に　ＮＨＫ討論　笠井政策委員長が主張

　日本共産党の笠井亮政策委員長は２９日のＮＨＫ日曜討論で、与野党の政策責任者と討論しました。

　「米国第一」を掲げ対日要求を強める姿勢の米トランプ新政権に対する対応が議論となり、自民・茂木敏充政調会長は「日米の同盟、絆を再確認して、さまざまな分野で日米関係を深化させていく」と表明。新政権がねらう日米自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉についても「排除しない」とし、「広い範囲でどう協力できるか議論していく」と述べました。

　笠井氏は、すでにＴＰＰ（環太平洋連携協定）で日本が農産物でも自動車などでも譲歩を重ね、日米で秘密交渉まで行ってきたと指摘し、「それを出発点にして２国間協議をやられたら、あらゆる分野でとんでもないことになる」と指摘しました。「国民の生活と経済主権を売り渡すような不公正な交渉を許さない立場で臨むべきだ」と述べました。

　茂木氏が「疑心暗鬼ではうまくいかない。ウィンウィン（相互利益）の関係をつくる」と述べたのに対し、笠井氏は「トランプ大統領の『アメリカファースト』に対し、安倍首相は『日米同盟ファースト』だ。一番悪い組み合わせで、とんでもない道に引き込まれることになる」と強調。「異常なアメリカいいなり外交を見直し、対等平等・友好の日米関係に切り替えることが大事だ」と述べました。

天下り禁止を笠井氏が指摘

　文部科学省の組織的天下りあっせん事件について笠井氏は、「２００７年までは離職後２年間、天下りはダメとされていたのが、第１次安倍政権は原則自由化に変えてしまった。大本を改めないといけない」と指摘しました。

　茂木氏は「法律が不十分というより違反した行為が問題」と言い訳しました。笠井氏が「法律がザルになっている。天下りそのものの根絶に踏み込まないと解決できない」と指摘すると、茂木氏は「そのようにさせていただく」と応じました。

しんぶん赤旗2017年1月30日(月)

ＮＨＫ日曜討論　笠井政策委員長の発言

　日本共産党の笠井亮政策委員長は２９日のＮＨＫ日曜討論で、第３次補正予算・来年度予算、トランプ米政権への対応、文部科学省の「天下り」問題、「共謀罪」法案について、各党の政策責任者と議論しました。

予算案　軍事増、社会保障減から転換を

　予算案に関して、日本経済と国民生活の現状認識を問われた自民・茂木敏充政調会長は「アベノミクスは順調に推移している」、公明・石田祝稔政調会長も「アベノミクスの効果が表れてきているのは間違いない」と述べました。

　笠井氏は「国民にはその実感はない」と述べ、大企業の内部留保が３８６兆円と過去最高となる一方、実質賃金は４年前に比べて年収で１９万円も減り、家計消費は１５カ月連続でマイナスになっていることを指摘。「富裕層に富が集中する一方、中間層が疲弊し、貧困層が拡大している」と語りました。

　笠井氏は「格差と貧困をただして中間層を豊かにする方向に、経済政策の根本を据えるべきだ」として、税の集め方・使い方や働き方の転換、大企業と中小企業の格差是正など、「経済に民主主義を貫く改革をする必要がある」と提起しました。

　民進・大串博志政調会長は、補正予算で赤字国債を追加発行するのはリーマン・ショック以来であり、「アベノミクスの限界が露呈している。本予算も国民の将来不安を払しょくする内容にはなっていない」と批判しました。

　茂木氏は社会保障削減を「『自然増』を５０００億円に抑制できた。良い形にまとめることができた」と誇りました。

　笠井氏は、アベノミクスの行き詰まりで税収が落ち込み、社会保障費を、高齢化に伴う自然増まで概算要求より１４００億円も削って５０００億円に抑え込む一方、軍事費は５年連続で５兆円を超え、海外派兵型の装備を増強していると批判し、「こういうやり方はきっぱり中止し、社会保障の充実に向かうべきだ」と主張しました。

トランプ新政権　米国追随から対等・平等の関係に切り替えを

　続いて、米国のトランプ新政権への対応や今後の日米関係が話題になりました。

　安倍晋三首相とトランプ大統領との日米首脳会談が２月１０日に決まったことを受けて、自民・茂木氏は「先進国の中でもかなり早いタイミングだ。日米の絆を再確認し、関係を深化させていく」と表明しました。

　笠井氏は「世界一の超大国のリーダーが、軍事、経済の両面で自国の利益や金持ち中心主義を押し付けることは非常に危険だ」と警鐘を鳴らしました。

　「世界で１％の富裕層・大企業のためでなく、９９％のための政治が問われている中で、トランプ大統領の『米国第一主義』は正反対の方向だ」と指摘。「『アメリカファースト』に対し、安倍首相の『日米同盟ファースト』というのが一番悪い組み合わせになる。とんでもない道に引き込まれることになる。日米同盟第一でいいのか、真剣に問い直すときだ」と語りました。

　笠井氏は「異常な米国いいなり、追随外交を根本から見直し、対等・平等・友好の日米関係に切り替えることが、これまでにも増して大事になっている｣と強調しました｡

　トランプ氏が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に代わり２国間協議を推進する方針を示していることについて、民進・大串氏は「昨秋、ＴＰＰを強行的に採決・承認したことは非常に下策だ。（トランプ氏から）さらに譲歩してくれと言われることになる」と述べました。

　自民・茂木氏は「野党のように悲観的、疑心暗鬼になると２国間関係はうまくいかない。大きな枠組みの中でどう協力するか、ウィンウィン（相互利益）の関係はつくれる」と主張。２国間協議も「排除しない」とし、「通商だけでなく広い範囲でどう協力できるか、協議する方が建設的だ」と語りました。

　笠井氏は「２国間交渉でさらに乱暴な譲歩を迫ってくるトランプ政権に対して、経済主権や食糧主権を守る立場で対応できるかが問われる」と指摘。ＴＰＰでは、農産物重要５品目で無傷なものはなかったことが国会審議で明らかになり、日米の並行協議でも秘密合意があるとされるなか「トランプ政権側から２国間協議をやられたら、あらゆる分野でとんでもないことになる。国民生活と経済主権を売り渡すような不公正な交渉を許さない立場でしっかり臨むことだ」と求めました。

　ＴＰＰについて、公明・石田氏は「総理も『粘り強くメリットを話す』と言っているので、まずは首脳会談でそれをやってもらいたい」と、固執する姿勢をみせました。

　日本維新の会の浅田均政調会長も「ＴＰＰ合意をスタートラインに、できるだけそこに引き付けていく形で、日本に有利にもっていくよう、他のＴＰＰ参加国と協力していくべきだ」と述べました。

「天下り」あっせん　原則自由化した安倍政権の責任重大。根絶を

　文部科学省の組織的「天下り」あっせん問題について笠井氏は、「予算の配分権限を持っていた人が、助成金を有利に受け取る側にいく。特権高級官僚が退職後も行政をゆがめるという政官業の癒着の典型的な話で、絶対に許されない」と批判しました。

　２００７年までは、離職後２年間は職務と関係のあるところへの天下りは原則禁止されていたのに、第１次安倍政権が原則自由に変えてしまったもとで今回の事件が起きたことを指摘し、「大本をしっかり改めないといけないところに来ている」と強調しました。

　民進・大串氏も「笠井さんがいうように、第１次安倍内閣の公務員制度改革が、天下りに関して規制緩和したことが一番大きな根本問題」と述べました。

　自民・茂木氏は「法律が不十分というより、法律に違反したことが問題」と言い訳。これに対し、笠井氏は「その法律がザルだということだ。あっせん禁止とか罰則付きかどうかではなくて、政官業の癒着を生むような天下りそのものの根絶に踏み込まないと解決できない」と述べました。茂木氏は「そのようにさせていただきます」と応じました。

「共謀罪」法案　名前変え、対象絞っても憲法違反の大悪法

　安倍内閣が国会提出をねらう「共謀罪」法案について、自民・茂木氏は「テロを防止するために国際組織犯罪防止条約に入る必要があるが、日本には国内担保法がないため条約を締結できない」と表明。「共謀罪といわれるものには懸念も強かったが、新しく『テロ等準備罪』をつくる」「犯罪件数も六百数十件から相当絞り込まれる」「（処罰対象となる）集団は、暴力団や麻薬密売、テロ組織に限定する」と述べました。

　民進･大串氏は､国際組織犯罪防止条約は国連がいうテロに関する条約に入っておらず、共謀罪をつくった国はたった２カ国だと指摘し､｢国民に偽りの説明をして通そうとしている｣と述べました｡

　笠井氏は「テロ等準備罪というが、政府が恣意（しい）的に犯罪集団を認定する危険がある。準備行為とは何かも明確でない」と指摘しました。

　これまで６７６とされた対象犯罪を３００程度に絞ることについても笠井氏は、テロに関するものは１６７で、それ以外も含めて「『テロ等』の名で結局、準備行為が罰せられることになる」と強調｡｢名前を変えても対象を絞っても、過去３回廃案になってきた共謀罪と変わりはない。実行行為のみを処罰する刑法の原則と思想信条の自由を保障した憲法に違反する大悪法だ｣と批判しました｡

しんぶん赤旗2017年1月31日(火)

米国トランプ大統領による入国制限措置の撤回を求める　志位委員長が談話

　日本共産党の志位和夫委員長は３０日、トランプ米大統領による入国制限措置について、次の談話を発表しました。
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　一、米国のトランプ大統領は、就任式で「過激イスラムテロ」を打倒すると演説したのに続き、テロ対策として、全ての国からの難民受け入れの１２０日間の凍結、シリア難民入国の無期限停止、中東・アフリカ７カ国の一般市民の入国の９０日間禁止を命じる大統領令を出した。この措置に対して、世界各地で大きな混乱と批判が起こっており、重大な国際問題となっている。

　難民の入国制限、特定の宗教や国籍者に対する入国制限は、難民条約をはじめ国際的な人権・人道法に反するとともに、テロ根絶の国際的な取り組みに対しても、極めて深刻で否定的な影響を与えるものであり、速やかな撤回を求める。

　一、２００６年に、国際社会の対テロ基本戦略として、米国を含め国連総会で全会一致で採択された、国連「グローバル対テロ戦略」は、「すべての人の人権と法の支配の促進・擁護がこの戦略に不可欠」であると明記し、「テロをいかなる宗教、文明、民族グループとも結びつけてはならない」と述べている。

　トランプ大統領による今回の措置は、この総会決議に明記された国際的なテロ根絶の大原則に真っ向から反するものである。それは重大な国際的人権侵害を引き起こしているだけでなく、テロ根絶にとっても深刻で重大な逆流をつくりだし、テロリストを喜ばせることになりかねない。

　一、トランプ大統領による今回の措置に対しては、米国国内で激しい批判の声が起こり、１５の州と首都ワシントンの司法長官が共同声明を発表し、「憲法に違反し、違法でもあるこの大統領令は遺憾だ｣と非難している｡

　国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）は、最も弱い立場である難民は、「宗教、国籍、人種を問わず、平等に扱われ、保護と支援、再定住のチャンスを受けることができるべきだ」との声明を発表した。アラブ連盟は、「正当な手続きではない」「アラブとアメリカの関係に悪い影響を及ぼしかねない」との声明を発表した。

　ドイツ、フランス、イギリス、カナダなど、米国の同盟国の首脳からも批判・不同意が表明されている。

　こうしたなかで、安倍政権が、自身の見解を明らかにせず、「アメリカ政府の話であり、政府としてコメントすることは控えたい。関心を持って見守っていきたい」（３０日、菅官房長官）との表明にとどめていることは重大である。

　日本政府は、この重大な国際問題について、トランプ政権に対して、国際的道理に立って言うべきことを言うという姿勢に立つべきである。

米駐留経費、問題にならず＝国防長官来日で－茂木自民政調会長
　自民党の茂木敏充政調会長は２８日の読売テレビの番組で、来日するマティス米国防長官が在日米軍駐留経費の日本側負担増を求めてくる可能性に関し、「日本はドイツや韓国に比べ、異常に高い駐留経費を出している。大きな問題になるとは思わない」と述べた。
　茂木氏はこの後、記者団に「日本が防衛費を増加させていることや、自衛隊の役割を強化していることも伝えながら、日米が協力の枠をいかに広げていくかが重要だ」と指摘した。（時事通信2017/01/28-10:42）
防衛費増へ日本の意思「テスト」　国防長官訪日で米紙社説

共同通信2017/1/27 07:37

　【ワシントン共同】26日付の米紙ウォールストリート・ジャーナルは社説で、トランプ政権下で日本を含む米国の友好国は「アジア太平洋地域の安定のために防衛費の増額を模索するはずだ」として、2月3日に予定されるマティス国防長官の訪日が日本の意思を確認する「テスト」になるとの見方を示した。

　社説は「同盟国は自らの戦略を示してトランプ政権を後押しするべきだ」と主張。「安倍晋三首相は既に防衛費増額が世論にどこまで受け入れられるのか探っている」と指摘した。

　トランプ氏は就任演説で同盟国に軍事面で負担増を求める考えを示している。

尖閣念頭「日本の立場伝達」＝稲田防衛相、米長官との会談で
　稲田朋美防衛相は２９日、福井市内で開いた会合で、来日するマティス米国防長官と２月４日に予定する初の会談に言及し、「率直に日本の立場を伝えようと思う」と述べた。中国が領有権を主張する沖縄県・尖閣諸島が、米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用対象と確認することを念頭に置いた発言だ。
　安保条約に基づく日米防衛協力について、トランプ大統領は２８日の安倍晋三首相との電話会談で、具体的協議を防衛相会談に委ねる意向を表明。尖閣防衛に関し、国務長官候補のティラーソン氏は米上院外交委員会公聴会で「合意に従って対応する」と発言している。（時事通信2017/01/29-17:10）
日米、尖閣に安保条約適用確認　2月の両国防衛相会談で

共同通信2017/1/29 19:20

　2月に来日するマティス米国防長官が、稲田朋美防衛相との初会談で沖縄県・尖閣諸島について、米国による防衛義務を定めた日米安全保障条約第5条の適用対象だとする米政府の立場を確認することが分かった。複数の日米政府筋が29日明らかにした。強固な同盟関係を打ち出し、海洋進出を強める中国をけん制する狙い。安倍晋三首相とトランプ大統領が合意した2月10日のワシントンでの直接対話に向け安保分野で信頼醸成を図る。

　日米両首脳は28日深夜に電話会談し、日米同盟の重要性で一致。トランプ氏はマティス氏訪日に関し「一番信頼する閣僚を派遣する」とした。（ワシントン、東京共同）

防衛相 米国防長官の来月の訪問を評価「日米同盟強化を」
ＮＨＫ1月27日 10時49分
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稲田防衛大臣は閣議のあと記者団に対し、アメリカのマティス国防長官が政権発足早々に日本を訪れることは、アジア重視の姿勢を表すものだと評価したうえで、安全保障環境をめぐる認識を共有し、日米同盟の強化を図りたいという考えを示しました。
この中で稲田防衛大臣は、アメリカのマティス国防長官が来月３日から日本を訪れることについて、「政権発足後、非常に早い時期に来られるということは、まさしくアメリカのアジア重視の姿勢を表すもので、大変意義深い」と述べました。
そのうえで、稲田大臣はマティス長官との初めての日米防衛相会談について、「日本を取り巻く安全保障環境の認識を共有したい。さまざまな事柄について、忌憚（きたん）なく意見を交換し、日米同盟の深化、強化を図っていきたい」と述べました。
また、稲田大臣は在日アメリカ軍の駐留経費の増額を求められた場合の対応について、「事前に、どういった具体的な内容を提起するかなどは差し控えるが、しっかりと日本の立場は主張していきたい」と述べました。
日米会談、関係深化を期待＝与党－野党は２国間交渉を懸念
　安倍晋三首相とトランプ米大統領による初の首脳会談が２月１０日に決まったことを受け、２９日のＮＨＫ番組では、与野党の政策責任者から期待や懸念の声が相次いだ。自民党の茂木敏充政調会長は「先進国の中でもかなり早いタイミングだ。日米の絆を再確認し、関係を深化させていくスタートラインになる」と意義を強調した。
　茂木氏は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を決めたトランプ政権との通商交渉について「トランプ氏はマルチ（多国間）よりバイ（２国間）が好きだと思う」と指摘。その上で「２国間（の交渉）を排除はしないが、基本的には広い範囲でどう協力できるか議論する方が建設的だ」と語った。公明党の石田祝稔政調会長は、「まずは人間関係をつくってもらいたい」と首相に求めた。
　これに対し、民進党の大串博志政調会長は「米国が内向きにならないよう、強く意見を述べてもらいたい」と要望。今後の通商交渉についても、「２国間に引きずり込まれるのではなく、主体的に判断し、保護主義に陥らない大きな枠組みを、こちらから提示してほしい」と注文を付けた。
　日本維新の会の浅田均政調会長は「ＴＰＰのメリットを粘り強く説得してもらいたい」と指摘。共産党の笠井亮政策委員長は「不公正な交渉は許さない姿勢で臨むべきだ。異常な米国追従外交を見直すことが大事だ」と訴えた。　（時事通信2017/01/29-15:26）
自民、幅広い分野で日米協力期待　2月10日開催の首脳会談

共同通信2017/1/29 12:08

　自民党の茂木敏充政調会長は29日のNHK番組で、安倍晋三首相とトランプ米大統領が2月10日開催で合意した首脳会談に関し、幅広い分野で日米協力が進展するよう期待を示した。民進党の大串博志政調会長は、米国を保護主義に陥らせないため強い姿勢で協議に臨むよう求めた。

　茂木氏は、首相とトランプ氏による電話会談について「日米の絆を再確認できた」と評価。トランプ氏が2国間の通商交渉を要求するとされることに関し「通商や自動車という狭い範囲ではなく、広い中での協力を議論するのが建設的だ」と強調した。

　大串氏は「世界経済や平和を守る立場で、強く意見を述べてほしい」と要請。

防衛装備品を途上国へ 無償や安価譲渡の法整備へ
ＮＨＫ1月29日 4時31分
防衛省は、中国が海洋進出を強める中、東南アジアなどの開発途上国に、自衛隊が使わなくなった装備品を無償や時価よりも低い価格で譲渡できるようにするため、今の国会に必要な法案を提出し、成立を目指す方針です。
政府は、平成２６年に決定した「防衛装備移転三原則」を踏まえて、厳格な審査のもとで防衛装備の海外への移転を進めていく方針ですが、国の財産である装備品は適正な対価でなければ、譲渡や貸し付けができないことになっています。
こうした中、東南アジアなどの開発途上国からは、財政事情などから、自衛隊が使わなくなった装備品を活用したいという要望が寄せられていて、防衛省は、戦略的な利益を共有する開発途上国との防衛協力の強化に向けて、使わなくなった装備品を無償や時価よりも低い価格で譲渡できるようにするため、今の国会に必要な法案を提出し、成立を目指す方針です。
防衛省は、周辺海域の警戒監視などに活用してもらうため、海上自衛隊の練習機をフィリピン軍に貸与するなど、中国が海洋進出を強める中、装備品の移転を通じて、各国の能力の向上を支援していくことにしています。
しんぶん赤旗2017年1月29日(日)

オール沖縄会議、訪米団結成　基地負担の現状など訴えへ
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（写真）オール沖縄会議の訪米団結団式後の記者会見であいさつする呉屋団長（中央）＝28日、那覇市


　「辺野古に新基地を造らせないオール沖縄会議」は２８日、翁長雄志沖縄県知事の訪米（３１日～２月４日）に合わせ、米国で沖縄の過度な基地負担の現状と辺野古新基地建設反対の県民の民意を訴える訪米団を結成しました。

　訪米団の団長は、オール沖縄会議共同代表の呉屋守将（ごや・もりまさ）氏（金秀グループ会長）で、日本共産党の渡久地修県議、「社民・社大・結」の中宗根悟県議ら８人で構成されています。

　結団式では、沖縄に過度に集中する米軍基地に対する住民の不満は限界点を超えており、「沖縄の基地問題解決に向けた迅速な対応を求める」との要請文を中心に訴えることを申し合わせました。

　呉屋団長は「知事、稲嶺進名護市長の訪米がより効果的なものになるよう、私たちもアメリカ社会に働きかけます。波状的な働きかけで突破口を開くことができます。『あのときオール沖縄が頑張ったから今日の沖縄がある』と言われるよう、頑張っていきたい」と決意を語りました。

　訪米団は連邦上下両院議員や補佐官、シンクタンク関係者ら約３０件の会談の予定が入っており、さらに増やしたいとしています。翁長知事や稲嶺市長と合流し、行動をともにする機会もあるとしています。

しんぶん赤旗2017年1月31日(火)

翁長知事が訪米へ　那覇空港を出発　県民ら激励
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（写真）訪米する翁長知事（前列右から２人目）を激励する県民ら＝30日、那覇空港


　沖縄県の翁長雄志知事は３０日、トランプ新大統領が就任した米国に辺野古新基地建設反対を訴えるため、那覇空港を出発しました。

　空港では、知事とともに訪米する稲嶺進名護市長や「オール沖縄会議」の訪米団を交えた出発式が行われ、県民ら約１００人が激励しました。

　あいさつした翁長知事は、これまでの訪米との大きな違いは大統領が代わったことだとして「今までの政権はこう着化して動かしようがなかったが、トランプ大統領は動くかもしれない」と強調。知事権限、名護市長権限、県民の民意を伝え、「新辺野古基地を造ろうと思ってもできないと訴え、考え方を変えてもらいたい。辺野古唯一を変えてもらいたい」と決意を込め、大きな拍手に包まれました。

　稲嶺名護市長は「８０％の県民が新基地反対という強力な後ろ盾があることを力に、しっかり訴えていく」と語りました。

　オール沖縄会議訪米団の副団長を務める日本共産党の渡久地修県議は「新基地を造らせないという民意は変わっていないことを全力で伝える」と話しました。

　出発式に先立ち、オール沖縄会議訪米団長の呉屋守将・金秀グループ会長は記者団に対し「トランプ大統領の登場によってステージも役者も変わっている。変わっていくステージの中でわれわれの訴え方についても研究していきたい」と述べました。

辺野古破砕許可の再申請回避も　政府、埋め立て早期実施へ検討　沖縄知事の権限無力化狙う

琉球新報2017年1月29日 06:30 
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設に伴う同県名護市辺野古の新基地建設計画を巡り、３月末に期限が切れる埋め立て工事のための沖縄県による岩礁破砕許可について、政府が翁長雄志知事の知事権限を無力化するため、再申請の回避を検討していることが２８日までに分かった。政府関係者が明らかにした。
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埋め立てに向けた作業が続く沖縄県名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブ沿岸域＝７日
　沖縄防衛局は２０１４年７月に岩礁破砕申請を県に提出し、仲井真弘多前知事が同年８月、県漁業調整規則に基づいてこれを許可した。岩礁破砕については、県漁業調整規則で漁業権の設定されている漁場内で海底の地形を変更する際、知事の許可を得る必要がある。
　沖縄防衛局は２０１３年、漁業補償を結ぶ際に名護漁業協同組合から埋め立ての同意を得た。これを理由に埋め立て予定地に漁業権の設定はないと解釈し、知事の許可回避を狙っている。
　ただ、防衛省幹部は「検討しているうちの一つ」としており、政府方針として再申請を回避するか決定していない。一般的な解釈として漁業権は護岸で囲い込み、海水の出入りがなくなることが確認されなければ消失したとみなされない。そのため、通常通り３月末の期限切れ前に再申請することも排除しておらず、その際は詳細な計画を示して知事の許可を得る考えだ。
　政府は知事が「不当」に権限を行使し、岩礁破砕を許可しなかった場合は「権限の乱用」を主張する構え。岩礁破砕を巡り、県と政府の対立が再燃する見通しとなっている。
　許可がなければ沖縄防衛局は海底地形の改変を伴う作業はできず、埋め立て工事は滞る。県側が岩礁破砕許可の更新を認めるかどうかが、承認撤回の行方を左右するとみられていた。
原発ゼロ法案を検討＝民進政調会長
　民進党の大串博志政調会長は２９日、新たなエネルギー政策として「原発ゼロ基本法案」の策定を検討する方針を明らかにした。安倍政権との違いを明確にするとともに、原発再稼働に反対する共産、自由、社民各党との共闘を加速するのが狙い。東京都内で記者団に語った。
　大串氏は「原発をゼロにしていく意志を、よりしっかり表すにはどうしたらいいか、議論していきたい」と強調。３月の党大会までに党内の意見集約を図る考えを示した。同党はこれまで、「２０３０年代原発ゼロ」の目標を掲げてきた。（時事通信2017/01/29-11:39）
民進、「原発ゼロ」法案策定へ　党大会で骨格公表

共同通信2017/1/27 18:57

　民進党は27日、新たな原発エネルギー政策として「原発ゼロ基本法案」を策定する方針を固めた。民進党が掲げる「2030年代原発ゼロ」目標の前倒しを目指す。法案の骨格は、蓮舫代表が3月12日の党大会で公表する方針だ。政権との対立軸を明確に示す狙いがある。次期衆院選で共闘を目指す共産党などは歓迎するが、支持組織の連合は反発している。

　党エネルギー環境調査会の玄葉光一郎会長が党会合などで新方針を明らかにした。原発ゼロ目標に関しては「再生可能エネルギーや省エネルギーの技術革新がある。30年代（の目標）の前倒しも可能ではないか」と指摘した。

民進 原発稼働ゼロの目標年を法制化へ
ＮＨＫ1月28日 6時02分
民進党は、新たなエネルギー政策として、原則として、原発の再稼働は認めないとするとともに、原発の稼働をゼロにする目標の年を定めた法案の提出を目指すことを、３月に開く党大会で打ち出す方向で調整に入りました。
民進党は、次の衆議院選挙で、原発を含めたエネルギー政策を、安倍政権との対立軸として明確に示したいとして、党の調査会で検討を重ねてきました。
その結果、原子力規制委員会の安全確認を得たもののみ、再稼働を容認するとしたこれまでの方針を転換し、原油価格の大幅な上昇などによってエネルギー不足に陥った場合などを除き、原則として、原発の再稼働は認めないとする方向で調整に入りました。
さらに、これまで「２０３０年代に原発稼働ゼロを目指す」としていた党の方針をより具体化し、原発の稼働をゼロにする目標の年を定めた法案の提出を目指すとしています。
民進党は、最大の支持団体の連合にも理解を求めたうえで、３月に開く党大会で、こうした内容を盛り込んだ、新たなエネルギー政策を打ち出したいとしています。
民進 カジノ含むＩＲ法 効果検証・問題点洗い出しへ
ＮＨＫ1月30日 4時07分
カジノを含むＩＲ・統合型リゾート施設の整備推進法の成立を受けて、民進党は、作業チームを設け、経済波及効果の検証やカジノの解禁に伴う問題点の洗い出しを行うことになりました。
カジノを含むＩＲ・統合型リゾート施設の整備推進法の成立を受けて、政府は、１年以内をめどに、カジノの運営業者に対する規制やギャンブル依存症の対策など、具体的な措置を定める法整備を進めることになっていて、自民・公明両党も、それぞれ、ギャンブル依存症対策の検討を始めています。
一方、民進党内では、大串政務調査会長が「与党は、依存症の対策を行えば、問題は解決するかのような空気だが、全くそう思わない」と述べるなど、カジノの解禁には依存症以外にも多くの問題点があるという指摘が出ています。
このため、民進党は、作業チームを設けて、観光客の増加などによる経済波及効果や、治安の悪化などによる社会的コストを検証するとともに、犯罪などで得た資金の出どころをわかりにくくするマネーロンダリングなどの問題点を洗い出すことになりました。
民進党は、カジノ解禁に伴う問題点を明らかにすることで、政府が提出する法案の審議に備えたい考えです。
しんぶん赤旗2017年1月31日(火)

韓国　「基地村」女性への賠償を命令　国家暴力の被害を証明　ソウル地裁　政府責任認める

　１９６０～８０年代に、韓国の京畿道坡州市や平澤市などの米軍基地周辺に設置した「基地村」で、米軍人相手の売買春行為を助長したとして、女性ら１２０人が韓国政府を相手取って損害賠償を求めていた裁判で、ソウル地方裁判所はこのほど、政府の責任を一部認めました。韓国各メディアが伝えました。

　原告側は２６日に声明を発表し、「大きな成果」とする一方、問題解決のためには不十分な判決だとして、控訴すると表明しました。

　２０１４年６月に提訴された裁判で、原告らは「国が直接、基地村を造成し、整備・発展を主導した。国は原告らを『国の発展に寄与し、外貨を稼ぐ愛国者だ』と褒めたたえ、さまざまな方法で女性に売春を勧め、助長した。こうした行為は国内法、国際法違反だ」と主張しました。

　さらに政府が当時、性感染症の管理を名目に、原告らに性病検診と治療を受けるよう強要し監禁するなど、原告らの人権を侵害したとも指摘。原告らが受けた精神的苦痛や人権侵害に対し、１人あたり１０００万ウォン（約９０万円）の慰謝料を払うよう求めていました。

　国側は、まん延していた性病を管理していただけで、売春はあくまでも個人の選択で国に責任はないと主張しました。

　今回の地裁判決は「国家権力の国民に対する不法収容などはあってはならない違法行為だ」と監禁などの行為を断罪。１人５００万ウォンの賠償を命じました。ただし認められたのは、隔離を伴う伝染病を明示した規則が制定された１９７７年８月以前に監禁された５７人でした。

　原告らは判決について、声明で「『米軍慰安婦』が国家暴力の被害者であることを証明した判決で、真相究明と名誉回復の礎になった」と評価。一方で、国が売春を助長、勧誘した事実を認めていないことや、米兵による女性の殺人や暴行、監禁などの犯罪行為があったと認定しなかったことなどに不服を表明。控訴にいたった経緯を述べています。

　原告らは多くが６０～７０代で、提訴した１２２人のうち、２人がその後亡くなっています。（栗原千鶴）
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